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研究成果の概要（和文）：本研究の成果は３点である。（１）パリ協定の合意に至るラテンアメリカ諸国の気候
変動政策の対外政策過程を分析した。（２）ブラジルとメキシコで気候変動政策をめぐる政策課題の争点と環境
NGOの抗議行動を確認した。その結果、政府と環境NGOにより構成される気候変動ネットワークが深化したブラジ
ルとは対照的に、メキシコでは政府と官僚が政策形成過程を独占し、環境NGOが制度内に参画しづらい状況にあ
ることを特定した。（３）地球規模の課題に取り組むラテンアメリカ諸国の統治構造に示唆を与えた。上記の課
題は東南アジアや東欧の新興諸国でも適用可能性が高く、多国間比較を視野に比較環境政治の理論・実証面の発
展に寄与する。

研究成果の概要（英文）：The results of this research are three points. Firstly, it analyzed the 
external policy process of climate change policies of Latin American countries leading to the 
agreement of the Paris Agreement. Secondly, it confirmed the relationship between the policy issues 
on climate change policy and the protest actions of environmental NGOs in Brazil and Mexico. As a 
result, it identified that while in Brazil the climate change network comprised of government and 
environmental NGOs has been deepened, in Mexico the government and bureaucracies monopolizes the 
policy formation process and environmental NGOs are in a difficult situation to participate in the 
system. Thirdly, it gave implications to the governance structure of Latin American countries 
working on global issues. These implications would apply to emerging countries in Southeast Asia and
 Eastern Europe, and also contribute to the development of some environmental politics theories with
 a view to multilateral comparison.

研究分野：国際関係論
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１．研究開始当初の背景 
 

2020 年以降の温室効果ガス削減の枠組み
を決める「ポスト京都議定書」の採択をめぐ
り、途上国の動向に注目が集まっている。京
都議定書に批准した途上国に削減義務はな
いが、世界全体に占める温室効果ガス排出量
の割合から途上国にも削減義務を実施すべ
きという国際圧力を受けてきた。しかし多く
の途上国では、経済成長を推進する勢力の反
発から国内法制度化を実施できていない。 
その途上国の中でも、ラテンアメリカ諸国
では豊富なエネルギー資源を駆使した工業
化を進める一方、1980 年代以降の民主化と
1992 年リオ地球環境サミットを経て気候変
動政策を採用する国々が登場した。特にブラ
ジルとメキシコは、2009年国連気候変動コペ
ンハーゲン会議（COP15・COP/MOP5）の閉
幕後に、温室効果ガスの削減義務規定を記し
た国家気候変動法を採用した。 
まずブラジル政府は、経済開発を重視する
産業界の反発から、国家気候変動法を採用す
るまで気候変動対策の国内実施に消極的だ
った。しかしブラジルで気候変動政策が採用
されるに至ったのは、過去 30 年間に進展し
た民主化過程で市民社会が成熟することで
生まれた環境運動に、抗議運動・監視活動・
協働プロジェクトの実施などの側面から、政
府を統制する役割が高まったためだった。 
一方で経済・人口規模、政治制度、市民社
会の成熟度、国際的な存在感などでブラジル
と多くの共通点をもつメキシコでも、環境保
護と経済成長の両立が迫られる中で、気候変
動レジームによる規制に加えて、政府・環境
NGO・企業による連携活動が政策を推進して
きた。 
以上のように共通するブラジルとメキシ
コの状況から、大統領などの政策決定者に注
目する従来のトップダウン型研究とは異な
り、政策ネットワーク内の主体が連携する過
程で政府に対応を迫り、気候変動政策を推進
したとするボトムアップ型の仮説構築を目
指した。 
 
２．研究の目的 
 
本研究の目的は、経済成長と環境保護の両立
が迫られてきたラテンアメリカの新興諸国
において、気候変動政策を実施する制度改革
がどのように進展してきたか、その政治過程
を分析することである。 
 
３．研究の方法 
 
本研究は、政策ネットワーク内の連携が気
候変動政策の推進を導く因果関係のメカニ
ズムが存在するか検証するため、ブラジルと
メキシコの気候変動政策の制度改革におけ
る政策ネットワーク内の動態に着目した。こ
れまでの射程は、多国間交渉とブラジルある

いはメキシコ国内の政策過程に限定されて
きた。しかしラテンアメリカの新興諸国で気
候変動政策の制度改革が推進された共通の
条件や差異を解明するには、国家間の事例比
較が不十分だった。この研究課題から、同諸
国の代表的な新興国であるブラジルとメキ
シコの気候変動政策に関する比較研究に発
展させた。 
なお、気候変動政策ネットワークは、気候
変動をめぐる情報・規範・価値を波及させる
ために生まれ、集約に向かうことで連携する。
本研究は気候変動政策の政治過程を、政策設
計期、政策形成期、政策実施期の 3 段階
（Kingdon 1995）に設定し、ネットワーク内
の①環境 NGO-政府、②企業-政府、③環境
NGO-企業という 3 種類の経路を明らかにす
ることを試みた。 
 
４．研究成果 
 
（１）本研究が目指す国内の環境政治過程を
めぐる比較分析の前段階として、第一に、パ
リ協定の合意に至るラテンアメリカ諸国の
気候変動をめぐる対外政策過程を分析する
ことで、気候変動交渉の多面性を解明するこ
とを試みた。その結果、BASIC、ALBA、AILAC
に所属するラテンアメリカ諸国の気候変動
政策をめぐる対外政策過程を類型化した。さ
らに、ラテンアメリカ諸国の視点から、主要
グループ間における交渉過程を中心的な枠
組みとする従来の研究では見落とされてき
た気候変動交渉の多面性を解明した。 
 
（２）第二に、メキシコの政治制度と気候変
動政策の形成と実施に関する歴史的な背景
を理解することができた。さらに大統領と官
僚に権限が集中する政治制度の経路依存性
の効果によって、メキシコの気候変動政策と
エネルギー政策という異なる目標の間で利
害が調整されるメカニズムを解明した。 
 
（３）第三に、ブラジルとメキシコにおいて、
気候変動政策をめぐる政策課題の争点、国営
石油会社と環境 NGO の抗議行動の方法・経
路・増減などの事実関係を確認した。その結
果、政府・環境 NGO・企業の間で構成され
る気候変動ネットワークの連携が深化する
ブラジルの事例とは対照的に、メキシコでは
歴史的経緯から、官僚と企業が政策の形成過
程を独占することで、環境 NGO が制度内に
参画しづらい状況にあることを特定した。 
 
（４）以上の成果から、地球規模の課題に取
り組むラテンアメリカの新興国における統
治構造の解明に示唆を与えるものとなった。
この研究課題は、経済成長、環境保護、市民
参加が活発になった東南アジアや東欧の新
興諸国でも適用可能性が高いことがわかり、
今後は他地域との事例比較を視野に比較環
境政治の理論・実証面の発展に寄与する。 
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